
 

 

 

 

郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、郡山市有料老人ホーム設置運営指導指針（平成25年９月11日制定。以下「市指針」

という。）に基づき、市内に設置及び運営しようとする有料老人ホームの設置手続等に関し、必要な事

項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 一  有料老人ホーム 老人福祉法（昭和38年法律第133号。以下「法」という。）第29条第１項に規定

する事業（二のとおり）を行う施設又は住宅 

 二 有料老人ホーム事業 

   老人を入居させ、次のアからエまでのいずれかを行う事業 

   ア 入浴、排せつ又は食事の介護（身体介護） 

   イ 食事の提供 

   ウ 洗濯、掃除等の家事の供与（家事援助） 

   エ 健康管理の供与 

  三 サービス付き高齢者向け住宅 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号。以

下「高齢者住まい法」という。）第５条第１項の登録を受ける予定又は現に受けている高齢者向け

の賃貸住宅又は有料老人ホーム（以下「サ高住」という。） 

四  設置者 有料老人ホームの設置者であって、法第29条第１項に基づく届出（有料老人ホーム設

置の届出）をした者をいう。 

五  設置希望者 市内に有料老人ホームを設置しようとする者をいう。ただし、サ高住を除く。 

 

第２章 事前協議 

（事前協議の時期等） 

第３条 市指針第３章第６項の規定により、設置希望者は、都市計画法（昭和43年法律第100号）に基

づく開発許可又は建築許可申請が必要な場合にあっては当該申請を行う前（開発許可対象外の場合に

あっては建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく建築確認の申請を行う前）に、有料老人ホー

ムの設置計画について、市長に事前協議を行わなければならない。ただし、開発許可又は建築許可を

受けたものを有料老人ホームに転用する場合はその用途変更の申請前に、事前協議を行わなければな

らない。 

２ 事前協議は、原則として設置希望者が行うものとし、設計事務所、コンサルティング会社等の設置

希望者でない者のみとの協議は行わないものとする。 

（事前協議） 

第４条 設置希望者は、有料老人ホーム設置計画事前協議書（第１号様式。以下「事前協議書」という

。）により、設置設計の詳細等について市長に協議しなければならない。 



 

 

 

 

２ 市長は、事前協議書の内容を審査した結果、当該協議に係る施設の設置計画が市指針及びこの要綱

の規定に適合していると認めるときは、設置希望者に対し、有料老人ホーム設置計画事前協議済書（第

２号様式。以下「事前協議済書」という。）を交付するものとする。 

３ 設置希望者は、事前協議済書を受領した後に開発許可、建築許可又は建築確認等の申請を行うもの

とする。 

（事前協議内容の変更） 

第５条 設置希望者は、事前協議済書を受領してから第６条の規定による設置届出までの間に、法第29

条第１項各号に掲げる事項（第12条のとおり）を変更する必要が生じた場合には、速やかに有料老人

ホーム設置計画変更協議書（第３号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、変更協議書の内容を審査した結果、当該変更協議に係る施設の設置計画が市指針及びこの

要綱の規定に適合していると認めるときは、設置希望者に対し、有料老人ホーム設置計画変更協議済

書（第４号様式）を交付するものとする。 

 

第３章 届出等 

 （届出等） 

第６条 設置希望者は、建築確認後、市長に対し、速やかに有料老人ホーム設置届（第５号様式）によ

り、法第29条第１項の規定による届出を行うものとする。 

２ 市長は、前項の有料老人ホーム設置届を受理したときは、設置希望者に対し、有料老人ホーム設置

届受理書（第６号様式）を交付するものとする。 

３ 設置希望者は、前項の有料老人ホーム設置届受理書の交付を受ける前には、入居者の募集を行って

はならない。 

（工事の着工届） 

第７条 工事の着工は、入居定員の相当数の入居見込者が確保されない場合においては、前払金の返還

債務について銀行保証等が付された後に行わなければならない。ただし、前払金を徴さない場合はこ

の限りでない。 

２ 設置希望者は、工事に着工しようとするときは、あらかじめ、建設工事工程表及び前項の保証等契

約書の写しを添付した建設工事着工届（第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

（事業開始届） 

第８条 設置希望者は、有料老人ホームの運営を開始したときは、有料老人ホーム事業開始届（第８号

様式。以下「事業開始届」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の届出には、重要事項説明書（第９号様式）及び有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住

宅が提供するサービスの一覧表（第10号様式）並びに建物引渡し関係書類の写しを添付するものとす

る。 

（事業変更届） 

第９条 設置者は、第６条第１項の規定による届出の内容のうち、第12条第１項各号に掲げる事項に変

更が生じたときは、法第29条第２項及び老人福祉法施行規則（昭和38年厚生省令第28号）第20条の５

の規定により、変更前後の内容が確認できる書類を添えて、当該変更が生じた日から１か月以内に有

料老人ホーム事業変更届（第11号様式）を市長に提出するものとする。 



 

 

 

 

（事業廃止（休止）届） 

第10条 設置者は、第６条第１項の規定による届出の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、法

第29条第３項の規定により、事業を廃止し、又は休止しようとする日の１か月前までに有料老人ホー

ム廃止（休止）届（第12号様式）を市長に提出するものとする。 

 

第４章 設置後の報告等 

（定期報告） 

第11条 設置者及び有料老人ホーム事業を行うサ高住を運営する者は、毎年７月１日現在の重要事項説

明書（第９号様式）及び有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービスの一覧表

（第10号様式）を作成し、有料老人ホーム現況報告書（第13号様式）に添えて同月末日までに市長に

報告しなければならない。 

２ 前項の報告には、次の書類を添付するものとする。 

 一 直近の事業年度の貸借対照表、損益計算書等の財務諸表 

二 他業を営んでいる場合は、他業に係る直近の事業年度の貸借対照表、損益計算書等の財務諸表 

三 親会社がある場合は、親会社の業務に係る直近の事業年度の貸借対照表、損益計算書等の財務諸

表 

 四 運営懇談会開催状況報告書（第14号様式） 

五 有料老人ホーム情報開示等一覧表（第15号様式） 

 六 その他市長が指定する書類 

（随時報告） 

第12条 第９条の規定による変更の事項は、次のとおりとする。 

 一 施設の名称及び設置予定地 

 二 設置運営する者の氏名及び住所又は名称及び所在地 

 三 登記事項証明書又は条例等 

 四 事業開始の予定年月日（事業開始届の提出前の者に限る） 

 五 施設の管理者の氏名及び住所 

 六 施設において供与される介護等の内容 

 七 建物の規模及び構造並びに設備の概要 

 八 建築基準法第６条第１項の確認の内容 

 九 直近の事業年度の決算（事業開始届の提出前のものに限る。） 

 十 施設の運営方針 

 十一 入居定員及び居室数 

 十二 職員の配置の計画 

 十三 法第29条第９項に規定する前払金（以下「前払金」という。）、利用料その他の入居者の費用負

担の額 

十四 法第29条第９項に規定する保全措置 

 十五 入居契約に入居契約の解除に係る返還金に関する定めがあるときは、当該定めの内容並びに返

還金の支払を担保するための措置の有無及び当該措置の内容 



 

 

 

 

 十六 事業開始に必要な資金の額及びその調達方法（事業開始届の提出前のものに限る。） 

 十七 長期の収支計画 

 十八 入居契約書及び重要事項説明書 

２ 設置者及び有料老人ホーム事業を行うサ高住を運営する者は、有料老人ホームにおいて次の各号に

掲げる事故等が発生した場合には、当該事故等の内容を事故報告書（第16号様式）により、速やかに

市長に報告するものとする。 

  ただし、特定施設入居者生活介護等の介護保険指定事業者の指定を受けている有料老人ホームにあ

っては、郡山市介護保険事業所における事故等報告事務取扱要領第３条第１号に規定する介護保険事

業所における事故報告書（第１号様式）によるものとする。 

 一 転倒、転落、誤嚥、異食、誤薬、交通事故等（以下「事故」という。）が発生し、死亡に至った

場合 

 二 事故が発生し、医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治療が

必要となった場合 

 三 火災の発生により死傷した場合 

 四 地震、津波、台風等の天災により死傷した場合 

 五 入所者の長時間の所在不明（概ね24時間を経過しても発見できない場合等） 

 六 入居者の財産侵害（職員による窃盗等） 

七 入所者間又は職員の暴行等による入所者の死傷及び死傷に至らない虐待 

 八 感染症又は食中毒（社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について（平成17年２月

22日厚生労働省健康局長等通知に基づき報告が必要な場合） 

 九 その他前各号に準ずる重要な事項が発生した場合 

３ 報告の手順は、次のとおりとする。 

 一 設置者及び有料老人ホーム事業を行うサ高住を運営する者は、前項に定める事故等が発生した場

合は、事故報告書（第16号様式）により市長に報告するとともに、必要な措置を講じなければなら

ない。 

 二 設置者及び有料老人ホーム事業を行うサ高住を運営する者は、第１報として、事故の発生後５日

以内に事故報告書の少なくとも様式内の１から６の項目まで可能な限り記載して報告するものと

し、その後の状況の変化等必要に応じて追加の報告を行うものとする。 

 三 設置者及び有料老人ホーム事業を行うサ高住を運営する者は、事故の原因分析や再発防止策を検

討し、第１報の事故報告書提出後１か月以内に事故報告書の７及び８の項目を記載して最終報告を

行うものとする。 

 四 施設事故発生場所が特定できる図面、施設の事故対応マニュアル、対応の経過が分かる資料等、

必要に応じて資料を提出するものとする。 

（定期立入調査） 

第13条 設置者及び有料老人ホーム事業を行うサ高住を運営する者は、市が別途指定して行う定期立入

調査の際、別に定める定期立入調査の資料等を市長に提出するものとする。 

（事業収支計画の見直し） 

第14条 設置者は、少なくとも３年ごとに１回、有料老人ホームに係る事業収支計画の見直しを行うも



 

 

 

 

のとする。 

 

第５章 雑則 

（増改築の取扱い） 

第15条 この要綱の規定は、設置者が入居定員の増加を伴う有料老人ホームの増改築しようとする場合

に準用する。この場合において、この要綱（第２条第４号を除く。）の規定中「設置希望者」とあるの

は「設置者」と読み替えるものとする。 

（改善命令） 

第16条 市長は、市指針及びこの要綱に定める規定に反して設置運営されている有料老人ホームについ

て、当該有料老人ホームを設置運営する者に対し、改善のため必要な指導を行うものとする。 

（勧告等） 

第17条 市長は、前条の指導に従わない有料老人ホームについて、当該有料老人ホームの入居者の保護

に十分配慮しつつ、市指針等に反する事実を公表することができるものとする。 

（適用前施設の取扱い） 

第18条 この要綱の適用前に設置された有料老人ホーム及び事前協議書が受理された有料老人ホーム

を設置運営する者については、可能な範囲において、速やかにこの要綱に適合するよう指導するもの

とする。 

（事前相談等） 

第19条 市長は、設置希望者から事前に有料老人ホームの整備計画の相談を受け、必要に応じ指導を行

うものとする。 

（その他） 

第20条 この要綱に定めるもののほか、有料老人ホームの設置及び運営の指導に関して必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

 附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成25年９月11日から施行し、平成24年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱施行の際現に福島県有料老人ホーム設置運営指導要綱（平成７年４月１日制定）第４条の

規定に基づき事前協議が開始されている有料老人ホームの設置希望者は、この要綱の施行後は、当該

事前協議に基づく届出を市長に対して行うものとする。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成26年６月20日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日等） 



 

 

 

 

１ この要綱は、平成27年７月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成28年５月10日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に提出されている改正前の郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱の様式

（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の郡山市

有料老人ホーム設置運営指導要綱の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現に旧様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、所要の調整をし

て使用することができる。 

 

 附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和３年７月１日から施行する。



 

 

 

 

第１号様式（第４条関係） 

 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                    申 出 者 

                      所在地 

                      名 称 

                      代表者職氏名 

 

有料老人ホーム設置計画事前協議書 

 

 下記のとおり有料老人ホームの設置を計画したので、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第４条

の規定により、関係書類を添えて協議します。 

 

記 

 

１ 設置予定有料老人ホームの名称（注：既存施設と同一敷地内で増床する場合は、原則として既存施

設名を記載し「増床」と付紀すること） 

 

２ 設置予定有料老人ホームの類型 

 

３ 有料老人ホームの設置予定場所 

 

４ 設置主体及び経営主体 

 

５ 入居定員     名  （内訳）一般居室    室     名 

                  介護居室    室     名 

                  （一時介護室     室     名） 

 

６ 施設の規模及び構造 

 （１）敷地面積及び地目      ㎡   地目： 

（２）建設面積      ㎡ 

 （３）延床面積      ㎡ 

（４）敷地の所有者名 

     ・買収の場合  時期      年  月  日 



 

 

 

 

             買収(予定)価格       千円 

     ・借地の場合  年間借地料       千円 

 （５）建物の構造     造  階建て、耐火（準）建築物 該当・非該当 

 （６）施設設備の概要 

 （７）工事種別     （新築・改築・増築） 

 

７ 施工計画 

 （１）着工予定年月日        年  月  日 

 （２）竣工予定年月日        年  月  日 

 （３）事業開始予定年月日      年  月  日 

 

８ 市街化区域・市街化調整区域（農業振興地域・農業振興地域外）の区分 

 

９ 初期投資見込金額 

 

10 資金調達方法（主要取引銀行等） 

 

11 職員配置（職種別人員等） 

 

12 施設管理（管理規程、夜勤体制、嘱託医、協力（提携）病院、防災計画、研修計画等） 

 

13 入居者へのサービス内容 

 

14 利用料及び前払金（額及び算定方法、前払金返還の内容及びその方法等） 

 

15 入居対象者及び入居者募集方法 

 

16 その他市が指定する事項 

 

17 本件責任者及び担当者 

(1)  責任者氏名 

(2)  担当者氏名 

(3) 連絡先 

  

 

 

（添付書類） 

１ 設立趣意書 



 

 

 

 

２ 法人定款、登記事項証明書、役員名簿、役員履歴書、直近３年間の決算書（他業を営んでいる場合

又は親会社がある場合については、それらに関する同様の決算書） 

３ 市場調査結果 

４ 資金計画書（敷地購入資金計画、建物資金計画、資金調達計画、返済計画、入居率設定、資金収支

計画、損益収支計画等） 

５ 医療機関との連携内容を示す書類 

６ 職員配置計画（職種別） 

７ 入居契約書、有料老人ホームの概要、重要事項説明書、有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け

住宅が提供するサービスの一覧表、管理規程等 

８ 前払金、介護費用及び利用料の算定基礎 

９ 図面（案内図、配置図、平面図、立面図、各室面積表） 

10 土地の登記事項証明書 

11 その他市が指定する書類 



 

 

 

 

第２号様式（第４条関係） 

 

                                      郡長第   号 

                                      年  月  日 

 

            様 

 

                              郡山市長         印  

 

有料老人ホーム設置計画事前協議済書 

 

 下記の有料老人ホーム設置計画については、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第４条に基づく

事前協議済であることを認めます。 

 なお、建築確認後、速やかに老人福祉法第 29 条第１項の規定に基づく届出をしてください。 

 おって、同届出までの間に、同条第１項各号（郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第 12 条第１

項）に掲げる事項を変更する必要が生じた場合には、変更協議書を提出してください。 

 

記 

 

１ 設置予定有料老人ホームの名称 

 

２ 有料老人ホームの設置予定地 

 

３ 設置、運営主体の名称 

 

４ 代表者氏名 



 

 

 

 

第３号様式（第５条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                         申 出 者 

                           所在地 

                           名 称 

                           代表者職氏名 

 

有料老人ホーム設置計画変更協議書 

 

   年  月  日付け  郡長第    号において承認を受けた下記の有料老人ホームについ

て、設置計画の一部に変更が生じましたので、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第５条第１項の

規定により、関係書類を添えて協議します。 

 

記 

 

１ 設置予定有料老人ホームの名称 

 

２ 有料老人ホームの設置予定地 

 

３ 変更の内容 

 

変更前 

 

  変更後 

 

４ 本件責任者及び担当者 

(1)  責任者氏名 

(2)  担当者氏名 

(3) 連絡先 

 

（添付書類） 

 有料老人ホーム設置事前協議書（第１号様式）の添付書類に準じ、変更前後の内容が分かる書類を添

付すること。 



 

 

 

 

第４号様式（第５条関係） 

 

                                郡長第   号 

                                年  月  日 

 

            様 

 

                             郡山市長          印 

 

有料老人ホーム設置計画変更協議済書 

 

 下記の有料老人ホーム設置計画の変更については、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第５条の

規定に基づく変更協議済であることを認めます。 

 なお、建築確認後、速やかに老人福祉法第 29 条第１項の規定に基づく届出を郡山市長へ提出してく

ださい。 

 

記 

 

１ 設置予定有料老人ホームの名称 

 

 

２ 有料老人ホームの設置予定地 

 

 

３ 変更の内容 

 

  変更前 

 

  変更後 



 

 

 

 

第５号様式（第６条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                         申 出 者 

                           所在地 

                           名 称 

                           代表者職氏名 

 

有料老人ホーム設置届 

 

 次の有料老人ホームを設置したいので、老人福祉法第 29 条第１項の規定に基づき、下記のとおり届

け出ます。 

 

記 

 

１ 施設名称及び設置予定地 

 

２ 事業開始予定年月日 

 

３ 施設管理者氏名及び住所 

 

４ 施設において供与される介護等の内容 

 

５ 建物の規模及び構造並びに設備概要 

 

６ 施設運営方針 

 

７ 入居者定員及び居室数 

 

８ 市場調査等による入居者見込 

 

９ 職員配置計画 

 

10 老人福祉法第 29 条第７項に規定する前払金、利用料その他の入居者の費用負担額 



 

 

 

 

 

11 入居契約の解除に係る返還金の規定があるときは、当該規定の内容及び返還金の支払を担保するた

めの措置の有無及び当該措置の内容 

 

12 医療機関との連携内容 

 

13 事業開始に必要な資金の額及びその調達方法 

 

14 長期収支計画 

 

備考 次に掲げる書類を添付すること。 

 （１）条例、定款その他の基本約款 

 （２）建築基準法第６条第１項の確認を受けたことを証する書類 

 （３）土地及び建物の権利関係を明らかにする書類（登記事項証明書等） 

 （４）施設の位置図、配置図、平面図及び立面図 

 （５）設置予定者の直近の事業年度の決算書 

 （６）市場調査等の集計分析結果 

 （７）老人福祉法第 29 条第７項に規定する保全措置を講じたことを証する書類 

 （８）医療機関との連携内容を示す書類 

 （９）入居契約書 

 （10）施設建設に係る見積額が確認できる書類 

 （11）事業に係る資金調達方法が確認できる書類 



 

 

 

 

第６号様式（第６条関係） 

 

                                郡長第   号 

                                年  月  日 

 

            様 

 

                            郡山市長           印  

 

有料老人ホーム設置届受理書 

 

 平成  年  月  日付けで提出された有料老人ホーム設置届出書については、下記のとおり受理

したので、通知します。 

 

記 

 

１ 設置有料老人ホームの名称 

 

２ 有料老人ホームの設置予定地 

 

３ 設置者の名称及び住所 

 

４ 入居定員及び居室数 

 

５ 事業開始予定年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第７号様式（第７条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

郡 山 市 長 

 

                         申 出 者 

                           所在地 

                           名 称 

                           代表者職氏名 

 

建設工事着工届 

 

 下記のとおり有料老人ホームの建設工事を着工するので、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第

７条の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 設置有料老人ホームの名称 

 

２ 設置地 

 

３ 着工年月日 

 

４ 竣工予定年月日 

 

５ 事業開始予定年月日 

 

６ 本件責任者及び担当者 

(1)  責任者氏名 

(2)  担当者氏名 

(3) 連絡先 

 

（添付書類） 

１ 入居見込者名簿 

２ 建設工事工程表 

３ 以下のいずれかの書類の写し（前払金を受領する場合に限る） 

  銀行、保険会社、信託銀行、公益社団法人全国有料老人ホーム協会による連帯保証等契約書 



 

 

 

 

第８号様式（第８条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                         申 出 者 

                           所在地 

                           名 称 

                           代表者職氏名  

 

有料老人ホーム事業開始届 

 

 下記のとおり有料老人ホーム事業を開始したので、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第８条の

規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 設置有料老人ホームの名称 

 

２ 施設竣工年月日 

 

３ 事業開始年月日 

 

４ 事業開始時入居者数 

 

５ 本件責任者及び担当者 

(1)  責任者氏名 

(2)  担当者氏名 

(3) 連絡先 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第９号様式（第８条関係） 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

別添１  事業主体が当該都道府県、中核市内で実施する他の介護サービス 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

第 10 号様式（第８条関係） 



 

 

 

 

【参考】重要事項説明書作成に当たっての留意点 

 

 

１ サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている有料老人ホームについては、「登録

申請書の添付書類等の参考とする様式について（平成 23 年 10 月 7 日付け厚生労働省老

健局高齢者支援課長・国土交通省住宅局安心居住推進課長事務連絡）」の別紙４の記載

内容を合わせて記載して差し支えありません。その場合、１から３まで及び６の内容に

ついては、別紙４の記載内容で説明されているものとみなし、記載を省略して差し支え

ありません。 

 

 

２ 施設内のＴＶに係るＮＨＫ受信料を利用料金の一部として入居者から徴し、一括で施

設が支払う場合は、「６利用料金（利用料金の算定根拠）」の「管理費」の欄にその旨

を記入してください（受信料割引あり）。 

  また、各居室のＴＶに係るＮＨＫ受信料を入居者が個別に支払う場合は、「６利用料

金（利用料金の算定根拠）」の「管理費」の欄に「ＮＨＫ受信料は入居者各位とＮＨＫ

間の個別契約になります。この場合、受信料はホームの利用料には含まれません。」と

記載してください。 



 

 

 

 

第 11 号様式（第９条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                          申 出 者 

                            所在地 

                            名 称 

                            代表者職氏名 

 

有料老人ホーム事業変更届 

 

 有料老人ホームについて届け出た事項を変更したので、老人福祉法第 29 条第２項の規定に基づき、

下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 施 設 名 称 

 

２ 施設所在地 

 

３ 変 更 内 容   

 

変更前 

 

  変更後 

 

 

４ 変 更 理 由 

 

５ 変更年月日 

 

 

 

（添付書類） 

変更前後の内容が分かる書類を添付すること。 



 

 

 

 

第 12 号様式（第 10 条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                          申 出 者 

                            所在地 

                            名 称 

                            代表者職氏名 

 

有料老人ホーム廃止（休止）届 

 

 有料老人ホームを廃止（休止）するので、老人福祉法第 29 条第３項の規定に基づき、下記のとおり

届け出ます。 

 

記 

 

１ 施設名称 

 

２ 施設所在地 

 

３ 廃止（休止）理由 

 

４ 現入居者への措置 

 

５ 廃止（休止）年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第 13 号様式（第 11 条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                          申 出 者 

                            所在地 

                            名 称 

                            代表者職氏名 

 

有料老人ホーム現況報告書 

 

 このことについて、郡山市有料老人ホーム設置運営指導要綱第 11 条の規定に基づき、下記のとおり

関係書類を添えて提出します。 

 

記 

 

１ 施設名称 

 

２ 所在地 

 

３ 添付書類 

 （１）有料老人ホーム重要事項説明書 

 （２）有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービスの一覧表 

 （３）直近の事業年度の貸借対照表及び損益計算書等の財務諸表 

 （４）他業を営んでいる場合は、他業に係る（３）に示す財務諸表 

 （５）親会社がある場合は、親会社に係る（３）に示す財務諸表 

 （６）運営懇談会開催状況報告書 

 （７）有料老人ホーム情報開示等一覧表 

 （８）その他市が指定する書類 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第 14 号様式（第 11 条関係） 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 郡 山 市 長 

 

                          申 出 者 

                            所在地 

                            名 称 

                            代表者職氏名 

 

運営懇談会開催状況報告書 

 

 このことについて、下記のとおり実施したので報告します。 

 

記 

 

１ 開催年月日（    年７月１日～    年６月３０日） 

      年  月  日 

      年  月  日 

      年  月  日 

      年  月  日   （計   回） 

 

２ 運営懇談会の内容 

  別紙のとおり 

 

３ 本件責任者及び担当者 

(1)  責任者氏名 

(2)  担当者氏名 

(3) 連絡先 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙 

 

運 営 懇 談 会 の 内 容 

 

開 催 日 年  月  日 

施 設 側 

出 席 者 

 

入 居 者 

出 席 者 

 

議 題 

 

内 容 

 

対応その他 

 

※開催回ごとに別葉とすること。 

 

 

  

 

 

 



 

 

 

 

第15号様式（第11条関係）

（平成　　年　　月　　日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （設立年月日　　　　年　　月　　日）

年　　　　月　　　　日

（老人福祉法第２９条の規定に基づく有料老人ホームの届出年月日又は高齢者住まい法第5条の規定に基づ

くサービス付き高齢者向け住宅の登録年月日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　　日

　介護付　・　住宅型　・　健康型

　利用権方式　・　建物賃貸者方式　・　終身建物賃貸者方式

　一時金方式　　・　　月払い方式　　・　　選択方式

　自立　・　　要支援　　・　　要介護　・　その他（　　　　　　　　　　　　　）

　全室個室　　・　　相部屋あり

　ホーム専従職（　　　　）人、他の事業所と兼務（　　　　）人

　あり　　・　　なし

　居   室   概   要

一般居室（数・床面積）

介護居室（数・床面積）

前 　　　　　　　　　　　　　　円（月額家賃相当額の　　　　　ヶ月分）

払 最少：　　　　　　　　　　最大：　　　　　　　　　　最多価格：

金

　　　　　　有　　　・　　　　無

　　　　　　有　　　・　　　　無

合計　　　　　　　　　　　円

特 定施設入 居者 生活 介護
の指定の有無

　　　　　　有　　　・　　　　無

介護を行う場所 　　　現居室　　　・　　　　介護居室

追加費用の有無 　　　　　　有　　　・　　　　無

　　有（期間：　　　　　　　　　　　　　費用：　　　　　　　　　　　　）　　・　　無

　　　　　　有　　　・　　　　無

　　　　　　有　　　・　　　　無

　　　　　　有　　　・　　　　無

　　　　　　有　　　・　　　　無

　　　　　　有　　　・　　　　無

注１　入居者生活保証制度

サービスに関わる職員体制
（介護付き有料老人ホームのみ記入）

電話番号・ＦＡＸ番号

介護保険

返還金の保全措置

施　設　名

所在地

事業主体名

開設年月日

入居者数／入居定員

提携ホームの利用等

居住の権利形態

体験入居の有無と期間・費用

居室区分

介護費用

(介護保険に係る利用料を除く）

有料老人ホーム情報開示等一覧表 

（
内
訳

）

類型（サ高住は記入不要）

食　　費

入居時の要件

入居者生活保証制度（注1）への加入

メールアドレス

　社団法人全国有料老人ホーム協会で実施している事業。
　事業者の万一の倒産などにより、ホームから全入居者が退去せざるを得なくなり、かつ入居者から契約が解除された場合に、登録された入居者へ
500万円の保証金を協会から支払う制度です。本制度を利用するには、入居者と事業者との間で「入居契約追加特約書」を締結し、事業者より拠出金と
して、入居者１人あたり20万円（満80歳以上は13万円）を協会に納入する必要があります。登録された入居者には、協会より保証状が発行されます。

財務諸表の閲覧

管理規程の公開

敷金以外の前払金   (円)

契約書の公開

入居室数／居室数

家賃相当額（最少／最大）

光熱水費

要介護状態に
なった場合

重要事項説明書の公開

そ の 他

　月  額  利  用  料（月３０日の場合）

備　考

（公社）全国有料老人ホーム協会への入会

施
設
の
類
型
等

利用料の支払い方式

敷金

　　うち介護費用の前払金(円)

管 理 費

情
報
開
示

 



 

 

 

 

第 16 号様式（第 12 条関係） 



 

 

 

 

       

       

 

利用者の状況

☐ 配偶者 ☐ 子、子の配偶者 ☐ その他（ ）

⻄暦 年 月 日

☐ 他の自治体 ☐ 警察 ☐ その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先等
への追加対応予定

6
事
故
発
生
後
の
状
況

家族等への報告

9 その他
特記すべき事項

報告した家族等の
続柄

連絡した関係機関
(連絡した場合のみ)

7 事故の原因分析
（本人要因、職員要因、環境要因の分
析）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策
（手順変更、環境変更、その他の対応、
再発防止策の評価時期および結果等）

（できるだけ具体的に記載すること）

報告年月日

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

【参考】 有料老人ホーム設置届出等に係る事務手続きの流れ
（老人福祉法及び郡山市有料老人ホーム設置運営指導指針・要綱に基づくもの）

・

・

・

変更届・事故報告が必要な場合

（事故報告はサ高住も該当）

（要綱第１２条を参照）

（サ高住も該当）

事前協議書の作成

事前協議書の提出

協議・指導

内容審査

変更協議済書

内容審査

到着

事前協議済書

（設置計画案）

設　　置　　主　　体

（事前相談・指導）

郡山市長
（保健福祉部健康長寿課）

受理（受理書）

建築確認等

設置届出書の提出

到着

（必要に応じ）

変更協議書の提出

運営懇談会開催状況報告書作

成

到着

協議・指導

随時報告

定期報告

事業開始届

建設工事着工届

内容審査

【毎年７月３１日までに報告】

　（サ高住も該当）
受理

入居募集開始

立入検査の実施 立入検査の受検

受理

受理

受理 7月1日現在の重要事項説明

書、介護サービス等の一覧表を

添付

直近の事業年度の財務諸表を

添付(他業分、親会社分含む）

 


